
【別紙】新旧対照表（平成 30 年 6 月 6 日公表） 

NO. 資料名 頁 項目 旧 新 

１ 募集要項 16 第４. 民間事業者の募集及
び選定に関する事項 
5.提案価格の上限 

市は、提案価格書に記載された提案価格が予定
額の範囲内であることを確認する。なお、提案価
格は、「サービス対価の算定方法」に示す、支払の
種類でタイプＡ（定額制）・Ｂ（需要変動制）の総
額、タイプＣ（従量制）・Ｄ（実績制）の総額をそ
れぞれ上回っていないことを確認する。 
提案価格書に記載された提案価格が予定額の上

限を越える場合は提案は無効となり、当該応募者
は失格とする。 
なお、提案価格には消費税及び地方消費税の額

を含まない。 

市は、提案価格書に記載された提案価格の合
計が、下表に示す合計の額（95,222,472,000 円）
の範囲内であることを確認し、その価格が超え
る場合は提案は無効となり、当該応募者は失格
とする。なお、「サービス対価の算定方法」に示
す、支払いの種類でタイプＡ（定額制）・Ｂ（需
要変動制）の総額、タイプＣ（従量制）・Ｄ（実
績制）の総額については市が上限として想定し
た額であり、いずれかが超過した場合において
も提案無効の対象にはならないが、超過した場
合は提案価格の内訳について協議を行う場合も
ある。 
なお、提案価格には消費税及び地方消費税の

額を含まない。 

２ 募集要項 17 第５. 優先交渉権者選定後
の手続き等 
2.基本協定の締結 

市と優先交渉権者は、事業契約の締結に先立っ
て、本事業の円滑な遂行を果たすための基本的義
務に関する事項、優先交渉権者の代表企業、構成
員及び協力企業の本事業における役割に関する事
項、SPC の設立に関する事項等を規定した基本協
定を締結する。 

市と優先交渉権者は、事業契約の締結に先立
って、本事業の円滑な遂行を果たすための基本
的義務に関する事項、優先交渉権者の代表企業、
構成員及び協力企業の本事業における役割に関
する事項、SPCの設立に関する事項等を規定した
基本協定を締結する。 
基本協定の締結後においても、市と事業者の

協議が整わない場合は、市は、審査における合計
点が第 2 位の者と契約交渉を行う。なお、当該協
議が整うよう双方最大限の努力を行ったうえ
で、協議が整わない場合においては、基本協定書
第 10条第 6項及び第 7項は適用されないものと
する。 

３ 審査基準書 4 第４. 審査の方法 
２提案価格の確認 

市は、提案書類の受付後、提案価格書に記載さ
れた提案価格が、募集要項「第４． ５．提案価
格の上限」に示す提案価格の予定額の範囲内であ
ることを確認する。なお、提案価格は、「サービス
対価の算定方法」に示す、支払の種類でタイプＡ
（定額制）・Ｂ（需要変動制）の総額、タイプＣ（従
量制）・Ｄ（実績制）の総額をそれぞれ上回ってい
ないことを確認する。 
提案価格書に記載された提案価格が予定額の上

限を越える場合は提案は無効となり、当該応募者
は失格とする。 

市は、提案書類の受付後、提案価格書に記載さ
れた提案価格の合計が、募集要項「第４．５．提
案 価 格 の 上 限 」 の 表 に 示 す 合 計 の 額
（95,222,472,000 円）の範囲内であることを確
認し、その価格が超える場合は提案は無効とな
り、当該応募者は失格とする。 



NO. 資料名 頁 項目 旧 新 

４ 審査基準書 5-6 第４. 審査の方法 

４加点審査 

（3）価格審査 

提案価格の得点については、内容審査後に、タ
イプＡ・Ｂの総額により行う。応募者中、タイプ
Ａ・Ｂの総額が最低である者を 1位とし、配点の
満点である 400 点を付与する。 
他の応募者の得点は、1 位の価格（最低提案価

格）との比率により算出する。得点化の際は、小
数点第 2 位を四捨五入し、小数点第 1位までを求
める。  

 

提案価格の得点については、内容審査後に、タ
イプＡ・Ｂの総額により行う。応募者中、タイプ
Ａ・Ｂの総額が最低である者を 1位とし、配点の
満点である 400 点を付与する。 
他の応募者の得点は、1位の価格（最低提案価

格）との比率により算出する。得点化の際は、小
数点第 2 位を四捨五入し、小数点第 1 位までを
求める。  
ただし、タイプＡ・Ｂの総額が 26,114,040,000

円を上回る場合は、得点に 0.8を乗ずる。 
 
(算定式に K 値を追加 ※本編参照のこと。) 
 

５ 基本協定書 3 第 3条 （右記を追記） 5 市及び優先交渉権者は、提案価格書に記載さ
れた提案価格の内訳について協議を行うことが
できる。 
6 前項の協議が整わない場合、市は、事業契約
を締結しないことができる。この場合、第 10条
第 6項及び第 7 項は、適用されないものとする。 
 

６ 基本協定書 6 第 8条 2 前項の契約保証金の提供額は、●円（※募集要
項附属資料 7「サービス対価の算定方法」に示す
タイプＡ・Ｂの平成 31 年 4月 1日から始まる 1年
間の合計額の 10 分の 1 の金額）以上の金額とす
る。 

2 前項の契約保証金の提供額は、●円（※募集
要項附属資料 7「サービス対価の算定方法」に示
すタイプＡ・Ｂの平成 31年 4月 1 日から始まる
1 年間の合計額の 100分の 5 の金額）以上の金額
とする。 

 


